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問１ 

 ＣＦＰ認定者にとって業務を行ううえで留意しなければならないのが、関連業法等の順守です。以

下の設問Ａ、Ｂについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

（問題１） 
 

（設問Ａ）以下の文章は、ＣＦＰ認定者のあるべき姿を規範的に示した、特定非営利活動法人日本

ファイナンシャル・プランナーズ協会の「ＣＦＰ認定者の倫理原則」の抜粋である。文章

の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる語句の組み合わせとして、正しいものはどれか。 

 

【第４原則】公平性 

専門家としてのすべての関係において、公平で道理をわきまえていなければならない。また、

（ ア ）を開示し、管理しなければならない。 

公平であるためには、業務契約についての情報を顧客に提供することが必要であり、重要な

（ ア ）の開示が求められる。ＣＦＰ認定者は、適切な利害関係の下、自らの感情、偏見及び

欲求を抑制することも必要である。公平性の原則を順守するために、ＣＦＰ認定者は、自らがそ

う扱われたいと思う方法で他人を扱わなければならない。 

 

【第７原則】秘密保持 

（ イ ）を保護しなければならない。 

顧客の情報は、権限を持つ者だけがアクセスできる方法で保護され、管理されなければならない。

ＣＦＰ認定者は、不適切な情報漏洩の防止について理解することにより、顧客との信用及び信頼

関係を構築することができる。 

 

【第８原則】勤勉性 

勤勉性をもって（ ウ ）を提供しなければならない。 

勤勉であるためには、ＣＦＰ認定者は、適時適切な方法で専門家としての責任を果たすことが必

要である。勤勉性の原則を順守するためには、（ ウ ）を適切に計画、管理及び提供することが

求められる。 

 

１．（ア）利益相反    （イ）顧客のすべての情報  （ウ）専門的サービス 

２．（ア）利益相反    （イ）顧客を識別できる情報 （ウ）公益的サービス 

３．（ア）業務の遂行状況 （イ）顧客のすべての情報  （ウ）公益的サービス 

４．（ア）業務の遂行状況 （イ）顧客を識別できる情報 （ウ）専門的サービス 
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（問題２） 
 

（設問Ｂ）特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（フリーランス法）に関する次の記述の

うち、最も適切なものはどれか。なお、本設問においては、特定受託事業者を「フリーラン

ス」といい、「業務委託事業者」は従業員を使用する法人でフリーランスに１ヵ月以上の業

務委託をするものとする。 

 

１．従業員を使用する個人の事業者は、フリーランスに該当する。 

２．業務委託事業者が、フリーランスに対し業務委託をした場合は、業務内容や報酬額等の取引

条件を明示する義務があるが、口頭による明示でもかまわない。 

３．業務委託事業者は、発注した物品の受取日や役務の提供日から起算して３ヵ月以内に、フリ

ーランスに対し報酬を支払わなければならない。 

４．業務委託事業者は、フリーランスに落ち度がないのに作業費用を負担せずに発注内容を変更

したり、成果物等の受領後にやり直しをさせたりすることはできない。 
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問２ 

 ＣＦＰ認定者にとって、ライフプランニングに関する最新の情報に関心をもち、情報収集しておく

ことは大切です。以下の設問Ａ、Ｂについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

（問題３） 
 

（設問Ａ）以下の＜資料＞は、内閣府が公表した「令和６年版男女共同参画白書」を基に作成したもの

である。＜資料＞に関する次の記述の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる語句の組み合わせと

して、最も適切なものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

家族の介護をしている者の数および割合（男女、年齢階級別・2022年） 

 
  

15～24歳、6万人、1％ 

25～34歳、12万人、2％ 

35～39歳、11万人、2％ 

40～44歳、16万人、3％ 

45～49歳、33万人、5％ 

50～54歳、60万人、10％ 

55～59歳、71万人、11％ 

60～64歳、64万人、10％ 

65～69歳、44万人、7％ 
70～74歳、32万人、5％ 

75歳以上、46万人、7％ 

75歳以上、28万人、5％ 

70～74歳、20万人、3％ 

65～69歳、29万人、5％ 

60～64歳、36万人、6％ 

55～59歳、40万人、6％ 

50～54歳、31万人、5％ 

45～49歳、18万人、3％ 
40～44歳、10万人、2％ 

35～39歳、7万人、1％ 
25～34歳、9万人、1％ 

15～24歳、5万人、1％ 

家族の介護を

している者 

629万人 

男性 

234万人 

37％ 

女性 

395万人 

63％ 
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家族の介護をしている者の推移（男女、就業状況別） 

 

 

 

・ 年代別にみると、男女ともに５０歳代以上が多いが、特に５０歳代以上の女性が家族の介護

をしている者の（ ア ）を占めている。 

・ 高齢者が介護をしているケースもあり、７０歳代以上で家族の介護をしている者の割合は、

男女合計で約（ イ ）となっている。 

・ 家族の介護をしている者を就業状況別にみると、平成２４（２０１２）年からの１０年間で

は、（＊＊＊）が減少している一方、（ ウ ）の割合は増加している。 
 

※問題作成の都合上、文章の一部を（＊＊＊）にしている。 

 

１．（ア）３分の２ （イ）２０％ （ウ）無業者 

２．（ア）２分の１ （イ）２０％ （ウ）有業者 

３．（ア）３分の２ （イ）１２％ （ウ）有業者 

４．（ア）２分の１ （イ）１２％ （ウ）無業者 

 

  

７００ 

６００ 

５００ 

４００ 

３００ 

２００ 

１００ 

０ 

１００ 

９０ 

８０ 

７０ 

６０ 

５０ 

４０ 

３０ 

２０ 

１０ 

０ 

160万人 

131万人 

197万人 

70万人 

557万人 

195万人 

151万人 

201万人 

81万人 

628万人 

208万人 

157万人 

187万人 

77万人 

629万人 

52.2％ 
55.2％ 

58.0％ 

平成２４ 
（２０１２） 

平成２９ 
（２０１７） 

令和４ 
（２０２２） 

男性 
無業者 

女性 
無業者 

男性 
有業者 

女性 
有業者 

万
人 

万
人 

万
人 

万
人 

万
人 

万
人 

介
護
を
し
て
い
る
者
の
数
（
万
人
） 

年 
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（問題４） 
 

（設問Ｂ）会社員の倉田真人さんはパート勤務の妻と４人の子の６人家族である。以下の＜資料＞に基

づき、真人さんが受け取ることができる児童手当の月額として、正しいものはどれか。なお、

児童手当の支給要件は満たしているものとし、記載のない事項は考慮しないものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［倉田家のデータ］ 

氏名 続柄 年齢 備考 

倉田 真人 本人 ４５歳 前年の給与所得は７５０万円である。 

倉田 愛 妻 ４５歳 前年のパートによる年間収入は９０万円である。 

倉田 歩 長女 １９歳 大学１年生 

倉田 唯 二女 １６歳 高校１年生 

倉田 舞 三女 １０歳 小学４年生 

倉田 翔 長男  ２歳  

※上記に記載されているもの以外の収入はなく、家族は真人さんに生計を維持されている。 

 

［児童手当の金額］ 

支給対象児童 １人当たりの月額 

０歳～３歳未満 １５,０００円 

３歳～高校生年代 １０,０００円 

第３子以降 ３０,０００円 

※第３子以降のカウント対象には、２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までにあって親等に

経済的負担のある子も含まれる。 

 

１．３５,０００円 

２．５０,０００円 

３．７０,０００円 

４．８０,０００円 
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問３ 

 会社員のパーソナルファイナンスに関する以下の設問Ａ～Ｃについて、それぞれの答えを１～４の中

から１つ選んでください。なお、設問Ａ、Ｂについては以下の＜資料＞に基づいて解答してください。 

 

＜資料＞ 
 

【収入に関する事項】 

◯収入（年間・手取り） 

平尾 大輔さん（本人・会社員）：現在４２０万円 

平尾 洋子さん（妻・会社員）：現在３００万円 

 

【支出に関する事項】 

◯基本生活費：年間３４０万円 

◯住宅関連費：持ち家（戸建て） 

住宅ローン：金利年２.０％（全期間固定） 

元利均等返済（ボーナス返済なし） 

年間返済額１２０万円 

債務者は大輔さんで７０歳時に完済予定 

固定資産税：年間１０万円 

◯教育費 

長男および長女は公立小学校に在学している。長男は中学校および高校は公立、大学は私立理系

（四年制）へ、長女は中学校および高校は私立、大学は私立文系（四年制）への進学を予定して

いる。 

 
小学校 中学校 高校 大学 

公立 公立 私立 公立 私立 私立文系 私立理系 

年間教育費 ３０万円 ５０万円 １２０万円 ４５万円 ９５万円 ８５万円 １２０万円 

入学一時金 － １０万円  ６０万円 １５万円 ３０万円 ４０万円  ５０万円 

◯保険料：年間３６万円 

◯自動車関連費 

維持費：年間２０万円 

買替え：２０３４年に３００万円 

車検：２０２６年、２０２８年、２０３０年、２０３２年、２０３７年、２０３９年に車検を行

う。費用は１回当たり１５万円 

◯その他支出：年間２５万円 

○一時的支出：２０３７年に家族旅行費用５０万円 

 

【留意事項】 

・ キャッシュフロー表の同一の欄に計上する項目が複数ある場合、それらの合計額に変動率を

適用し算出した金額によること。 

・ ＜資料＞の金額はすべて２０２４年（基準年）時点の現在価値である。  
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＜現状のキャッシュフロー表＞ （単位：万円） 
経過年数 基準年 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
西暦（年） ２０２４ ２０２５ ２０２６ ２０２７ ２０２８ ２０２９ ２０３０ ２０３１ 

家
族
・
年
齢 

平尾 大輔 本人 ４５ ４６ ４７ ４８ ４９ ５０ ５１ ５２ 
   洋子 妻 ４３ ４４ ４５ ４６ ４７ ４８ ４９ ５０ 
   蒼空 長男 １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ 
   結衣 長女 １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ 

ライフイベント 
 

 

長男 

中学校 

入学 

長女 

中学校 

入学 

 
長男 

高校入学 

長女 

高校入学 
 

長男 

大学入学 
 

変動率 

収
入 

本人 １.５％ ４２０ ４２６ ４３３ ４３９ ４４６ ４５２ ４５９ ４６６ 
妻 １.５％ ３００ ３０５       

収入合計 － ７２０ ７３１       

支
出 

基本生活費 １.５％ ３４０ ３４５ ３５０ ３５６ ３６１ ３６６ ３７２ ３７７ 
住宅関連費 ０.０％ １３０ １３０ １３０ １３０ １３０ １３０ １３０ １３０ 
教育費（長男） １.５％ ３０ ６１       
教育費（長女） １.５％ ３０ ３０ １８５ １２５ １２７ １３５   
保険料 ０.０％ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ 
自動車関連費 １.５％ ２０ ２０       
その他支出 １.５％ ２５ ２５ ２６ ２６ ２７ ２７ ２７ ２８ 
一時的支出 １.５％ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

支出合計 － ６１１ ６４７   （ ア ）    
年間収支 － １０９ ８４       
預貯金等残高 １.５％ １,０００ １,０９９       

 

経過年数 ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ 
西暦（年） ２０３２ ２０３３ ２０３４ ２０３５ ２０３６ ２０３７ ２０３８ ２０３９ 

家
族
・
年
齢 

平尾 大輔 本人 ５３ ５４ ５５ ５６ ５７ ５８ ５９ ６０ 
   洋子 妻 ５１ ５２ ５３ ５４ ５５ ５６ ５７ ５８ 
   蒼空 長男 ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ 
   結衣 長女 １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ 

ライフイベント 
 

長女 

大学入学 
 

自動車 

買替え 
長男就職 長女就職 家族旅行    

変動率 

収
入 

本人 １.５％ ４７３ ４８０ ４８７ ４９５ ５０２ ５１０ ５１７ ５２５ 
妻 １.５％         

収入合計 －         

支
出 

基本生活費 １.５％ ３８３ ３８９ ３９５ ４０１ ４０７ ４１３ ４１９ ４２５ 
住宅関連費 ０.０％ １３０ １３０ １３０ １３０ １３０ １３０ １３０ １３０ 
教育費（長男） １.５％    ０ ０ ０ ０ ０ 
教育費（長女） １.５％     ０ ０ ０ ０ 
保険料 ０.０％ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ 
自動車関連費 １.５％         
その他支出 １.５％ ２８ ２９ ２９ ２９ ３０ ３０ ３１ ３１ 
一時的支出 １.５％ ０ ０ ０ ０ ０ ６１ ０ ０ 

支出合計 －         
年間収支 － （ イ ）        
預貯金等残高 １.５％   ６４９      
※問題作成の都合上、一部空欄にしてある。また、記載されている数値は正しいものとする。 
※各項目の計算に当たっては端数を残し、表中に記入の際は万円未満四捨五入したものを使用すること。
ただし、預貯金等残高は各年ごとに端数を残さず、万円未満四捨五入のうえ計算すること。 

※収入合計と支出合計、年間収支は表中に記載すべき整数で計算すること。 
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（問題５） 
 

（設問Ａ）平尾さん夫婦は、将来の資金計画についてＣＦＰ認定者に相談し、キャッシュフロー表を

作成してもらうことにした。現状のキャッシュフロー表中の空欄（ア）、（イ）にあてはまる

金額の組み合わせとして、正しいものはどれか。なお、計算に当たっては係数表を使用せず、

電卓にて計算すること。 

 

１．（ア）７６６ （イ）▲８１ 

２．（ア）７６６ （イ）▲６５ 

３．（ア）７８２ （イ）▲８１ 

４．（ア）７８２ （イ）▲６５ 

 

（問題６） 
 

（設問Ｂ）平尾さん夫婦は、物価高が家計の収支に及ぼす影響についてＣＦＰ認定者に質問をした。

ＣＦＰ認定者は、収入および預貯金等残高の変動率は変えずに、基本生活費、教育費、自

動車関連費、その他支出および一時的支出の変動率を１.５％から２.０％に変更したキャッ

シュフロー表を作成した。１０年後（２０３４年）の預貯金等残高の差額（変更後の預貯金

等残高（ウ）から現状の預貯金等残高６４９万円を差し引いた額）として、正しいものはど

れか。なお、計算に当たっては係数表を使用せず、電卓にて計算すること。 

 

１．▲２０８ 

２．▲２０４ 

３．▲１８６ 

４．▲１８４ 
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＜変更後のキャッシュフロー表＞ （単位：万円） 
経過年数 基準年 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
西暦（年） ２０２４ ２０２５ ２０２６ ２０２７ ２０２８ ２０２９ ２０３０ ２０３１ 

家
族
・
年
齢 

平尾 大輔 本人 ４５ ４６ ４７ ４８ ４９ ５０ ５１ ５２ 
   洋子 妻 ４３ ４４ ４５ ４６ ４７ ４８ ４９ ５０ 
   蒼空 長男 １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ 
   結衣 長女 １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ 

ライフイベント 
 

 

長男 

中学校 

入学 

長女 

中学校 

入学 

 
長男 

高校入学 

長女 

高校入学 
 

長男 

大学入学 
 

変動率 

収
入 

本人 １.５％ ４２０ ４２６ ４３３ ４３９ ４４６ ４５２ ４５９ ４６６ 
妻 １.５％ ３００ ３０５       

収入合計 － ７２０ ７３１       

支
出 

基本生活費 ２.０％ ３４０ ３４７ ３５４ ３６１ ３６８ ３７５ ３８３ ３９１ 
住宅関連費 ０.０％ １３０ １３０ １３０ １３０ １３０ １３０ １３０ １３０ 
教育費（長男） ２.０％ ３０ ６１       
教育費（長女） ２.０％ ３０ ３１ １８７ １２７ １３０ １３８   
保険料 ０.０％ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ 
自動車関連費 ２.０％ ２０ ２０       
その他支出 ２.０％ ２５ ２６ ２６ ２７ ２７ ２８ ２８ ２９ 
一時的支出 ２.０％ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

支出合計 － ６１１ ６５１       
年間収支 － １０９ ８０       
預貯金等残高 １.５％ １,０００ １,０９５       

 

経過年数 ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ 
西暦（年） ２０３２ ２０３３ ２０３４ ２０３５ ２０３６ ２０３７ ２０３８ ２０３９ 

家
族
・
年
齢 

平尾 大輔 本人 ５３ ５４ ５５ ５６ ５７ ５８ ５９ ６０ 
   洋子 妻 ５１ ５２ ５３ ５４ ５５ ５６ ５７ ５８ 
   蒼空 長男 ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ 
   結衣 長女 １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ 

ライフイベント 
 

長女 

大学入学 
 

自動車 

買替え 
長男就職 長女就職 家族旅行    

変動率 

収
入 

本人 １.５％ ４７３ ４８０ ４８７ ４９５ ５０２ ５１０ ５１７ ５２５ 
妻 １.５％         

収入合計 －         

支
出 

基本生活費 ２.０％ ３９８ ４０６ ４１４ ４２３ ４３１ ４４０ ４４９ ４５８ 
住宅関連費 ０.０％ １３０ １３０ １３０ １３０ １３０ １３０ １３０ １３０ 
教育費（長男） ２.０％    ０ ０ ０ ０ ０ 
教育費（長女） ２.０％     ０ ０ ０ ０ 
保険料 ０.０％ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ 
自動車関連費 ２.０％         
その他支出 ２.０％ ２９ ３０ ３０ ３１ ３２ ３２ ３３ ３４ 
一時的支出 ２.０％ ０ ０ ０ ０ ０ ６５ ０ ０ 

支出合計 －         
年間収支 －         
預貯金等残高 １.５％  ８４３ （ ウ ）      

※問題作成の都合上、一部空欄にしてある。また、記載されている数値は正しいものとする。 
※各項目の計算に当たっては端数を残し、表中に記入の際は万円未満四捨五入したものを使用すること。
ただし、預貯金等残高は各年ごとに端数を残さず、万円未満四捨五入のうえ計算すること。 

※収入合計と支出合計、年間収支は表中に記載すべき整数で計算すること。 
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（問題７） 
 

（設問Ｃ）安藤さんは２０３０年３月末に定年を迎え、退職一時金を受け取る。定年後の５年間は、雇

用形態は変わるものの引き続き就労して、２０３５年３月末にリタイアする予定である。安

藤さんはリタイア後の生活資金を準備するため、２０２６年４月１日から資金運用を開始す

る。リタイア後の２０３５年４月１日以降は、退職一時金と蓄えた資金を複利運用しながら

取り崩して、生活費および住宅のリフォーム費用に充てたいと考えている。以下の＜条件＞

に基づく場合、２０３５年４月１日から２０４５年３月末までの１０年間、毎年３月末に取

り崩すことができる一定金額（最大額）として、正しいものはどれか。なお、運用益につい

ての税金等は考慮しないものとする。また、計算に当たっては、以下の係数表を乗算で使用

し、計算過程で端数が生じた場合は円未満を四捨五入し、解答に当たっては万円未満を切り

捨てること。 

 

＜条件＞ 
 

［リタイア前］ 

・ 自助努力で準備した老後のための資金４５０万円（２０２６年３月末時点）を２０２６年４

月１日から２０３５年３月末までの９年間、年利２.０％で複利運用する。 

・ ２０３０年３月末に受け取る退職一時金１,９００万円（手取り額）を２０３０年４月１日か

ら２０３５年３月末までの５年間、年利２.０％で複利運用する。 

・ ２０２６年４月１日から２０３０年３月末までの４年間、毎年３月末に８０万円を積み立て

ながら年利１.５％で複利運用し、積み立てた金額を２０３０年４月１日から２０３５年３月

末までの５年間は年利１.５％で複利運用する。 

・ ２０３０年４月１日から２０３５年３月末までの５年間、毎年３月末に６０万円を積み立て

ながら年利１.５％で複利運用する。 

 

［リタイア後］ 

次のＡ、ＢおよびＣの運用と取崩しを行う。 

Ａ：２０３５年４月１日からの５年間、蓄えた資金を年利１.０％で複利運用し、２０４０年３

月末にリフォーム資金として５００万円を取り崩す。 

Ｂ：上記のＡとは別に、２０３５年４月１日から２０４５年３月末までの１０年間、蓄えた資金

を年利１.０％で複利運用しながら、毎年３月末に一定金額ずつ取り崩す。 

Ｃ：上記のＡおよびＢの運用と取崩しを行った後、２０４５年４月１日から２０６５年３月末ま

での２０年間、蓄えた資金の残額を年利１.０％で複利運用しながら、毎年３月末に１００

万円ずつ取り崩す。 
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＜係数表＞ ※係数表の数値は正しいものとする。 

［終価係数］ ［現価係数］ 

期間 １.０％ １.５％ ２.０％  期間 １.０％ １.５％ ２.０％ 

 ４年 １.０４１  １.０６１  １.０８２    ４年 ０.９６１  ０.９４２  ０.９２４  

 ５年 １.０５１  １.０７７  １.１０４    ５年 ０.９５１  ０.９２８  ０.９０６  

 ９年 １.０９４  １.１４３  １.１９５    ９年 ０.９１４  ０.８７５  ０.８３７  

１０年 １.１０５  １.１６１  １.２１９   １０年 ０.９０５  ０.８６２  ０.８２０  

２０年 １.２２０  １.３４７  １.４８６   ２０年 ０.８２０  ０.７４２  ０.６７３  

 

［年金終価係数］ ［年金現価係数］ 

期間 １.０％ １.５％ ２.０％  期間 １.０％ １.５％ ２.０％ 

 ４年 ４.０６０  ４.０９１  ４.１２２    ４年 ３.９０２  ３.８５４  ３.８０８  

 ５年 ５.１０１  ５.１５２  ５.２０４    ５年 ４.８５３  ４.７８３  ４.７１３  

 ９年 ９.３６９  ９.５５９  ９.７５５    ９年 ８.５６６  ８.３６１  ８.１６２  

１０年 １０.４６２  １０.７０３  １０.９５０   １０年 ９.４７１  ９.２２２  ８.９８３  

２０年 ２２.０１９  ２３.１２４  ２４.２９７   ２０年 １８.０４６  １７.１６９  １６.３５１  

 

［資本回収係数］ ［減債基金係数］ 

期間 １.０％ １.５％ ２.０％  期間 １.０％ １.５％ ２.０％ 

 ４年 ０.２５６  ０.２５９  ０.２６３    ４年 ０.２４６  ０.２４４  ０.２４３  

 ５年 ０.２０６  ０.２０９  ０.２１２    ５年 ０.１９６  ０.１９４  ０.１９２  

 ９年 ０.１１７  ０.１２０  ０.１２３    ９年 ０.１０７  ０.１０５  ０.１０３  

１０年 ０.１０６  ０.１０８  ０.１１１   １０年 ０.０９６  ０.０９３  ０.０９１  

２０年 ０.０５５  ０.０５８  ０.０６１   ２０年 ０.０４５  ０.０４３  ０.０４１  

 

１．１０７万円 

２．１１４万円 

３．１２３万円 

４．１２５万円 
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問４ 

 住宅取得や教育に係る資金設計等に関する以下の設問Ａ～Ｆについて、それぞれの答えを１～４の中

から１つ選んでください。 

 

（問題８） 
 

（設問Ａ）高倉さん（会社員・年収５８０万円）は住宅の購入を計画しており、ＣＦＰ認定者に以下

の＜条件＞に基づくシミュレーションを依頼した。このシミュレーションにおける購入可能

な物件価格の上限として、正しいものはどれか。なお、計算に当たっては、以下の係数表を

乗算で使用し、計算過程で端数が生じた場合は円未満を四捨五入し、住宅ローンの借入額お

よび物件価格については１０万円未満を切り捨てること。また、消費税および贈与税は考慮

しないものとする。 

 

＜条件＞ 
 

・ 用意した住宅購入用資金８００万円と、父から贈与される５５０万円を住宅購入に充てる。こ

れらの資金で不足する分については、住宅ローンを利用する。 

・ 住宅ローンの借入額については、住宅ローンの年間元利合計返済額が、現在の年収の１５％と

なるようにする。 

・ 住宅ローンの条件は、金利年１.５０％（全期間固定）、返済期間３０年（返済回数３６０回）、

元利均等返済、毎月返済のみ（ボーナス返済なし）とする。 

・ 住宅購入のための諸費用は物件価格の１０％とし、上記で準備した資金の中から充てるものと

する。 

 

＜係数表＞ ※係数表の数値は正しいものとする。 

［終価係数（１ヵ月用）］ ［現価係数（１ヵ月用）］ 

期間 １.５０％  期間 １.５０％ 

１０年 １.１６１７３  １０年 ０.８６０７９ 

２０年 １.３４９６１  ２０年 ０.７４０９６ 

３０年 １.５６７８７  ３０年 ０.６３７８１ 

 

［年金終価係数（１ヵ月用）］ ［年金現価係数（１ヵ月用）］ 

期間 １.５０％  期間 １.５０％ 

１０年 １２９.３８０３３  １０年 １１１.３６９１２ 

２０年 ２７９.６８４７５  ２０年 ２０７.２３４３８ 

３０年 ４５４.２９７２２  ３０年 ２８９.７５４１１ 

 

［資本回収係数（１ヵ月用）］ ［減債基金係数（１ヵ月用）］ 

期間 １.５０％  期間 １.５０％ 

１０年 ０.００８９８  １０年 ０.００７７３ 

２０年 ０.００４８３  ２０年 ０.００３５８ 

３０年 ０.００３４５  ３０年 ０.００２２０ 
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１．２,２７０万円 

２．３,１３０万円 

３．３,７９０万円 

４．４,２１０万円 
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（問題９） 
 

（設問Ｂ）目黒さんは、住宅ローンの借換えを検討しており、ＣＦＰ認定者に相談した。以下の＜現

在の住宅ローン＞について、借入れから９年経過した時点（返済回数１０８回終了後）で、

＜借換え後の住宅ローン＞に借換えを行った場合、削減される毎月の返済額（元利合計）と

して、正しいものはどれか。なお、借換えに要する諸費用等については考慮しないものとす

る。また、計算に当たっては、以下の係数表を乗算で使用し、計算過程で端数が生じた場合

は、円未満を四捨五入すること。 

 

＜現在の住宅ローン＞ 

借 入 額：３,８００万円 

金  利：年２.６０％（全期間固定） 

返済期間：３５年（返済回数４２０回） 

返済方法：元利均等返済、毎月返済のみ（ボーナス返済なし） 

 

＜借換え後の住宅ローン＞ 

借 入 額：＜現在の住宅ローン＞の返済回数１０８回目終了後の残高 

金  利：年１.２０％（全期間固定） 

返済期間：２５年（返済回数３００回） 

返済方法：元利均等返済、毎月返済のみ（ボーナス返済なし） 
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＜係数表（１ヵ月用)＞ ※係数表の数値は正しいものとする。 

［終価係数］ ［現価係数］ 

期間 １.２０％ ２.６０％  期間 １.２０％ ２.６０％ 

 ９年 １.１１３３３ １.２５９８７   ９年 ０.８９８２０ ０.７９３７３ 

２５年 １.３４７４５ １.８９９７０  ２５年 ０.７４２１４ ０.５２６４０ 

２６年 １.３６３６２ １.９４９０９  ２６年 ０.７３３３４ ０.５１３０６ 

３５年 １.５１８１６ ２.４５５６０  ３５年 ０.６５８６９ ０.４０７２３ 

 

［年金終価係数］ ［年金現価係数］ 

期間 １.２０％ ２.６０％  期間 １.２０％ ２.６０％ 

 ９年 １１３.３３１８４ １１９.９４０７２   ９年 １０１.７９５１６ ９５.２００６８ 

２５年 ３４７.４５０５２ ４１５.２４４１６  ２５年 ２５７.８５７６８ ２１８.５８４５６ 

２６年 ３６３.６１９９２ ４３８.０４０４４  ２６年 ２６６.６５７７６ ２２４.７４１２８ 

３５年 ５１８.１６１３２ ６７１.８１５４４  ３５年 ３４１.３０８４４ ２７３.５８５００ 

 

［資本回収係数］ ［減債基金係数］ 

期間 １.２０％ ２.６０％  期間 １.２０％ ２.６０％ 

 ９年 ０.００９８２ ０.０１０５０   ９年 ０.００８８２ ０.００８３４ 

２５年 ０.００３８７ ０.００４５９  ２５年 ０.００２８８ ０.００２４１ 

２６年 ０.００３７５ ０.００４４２  ２６年 ０.００２７５ ０.００２２８ 

３５年 ０.００２９３ ０.００３６６  ３５年 ０.００１９３ ０.００１４９ 

 

１．１８,１１５円 

２．２１,４２９円 

３．２１,８６６円 

４．２５,０７７円 

 

（問題１０） 
 

（設問Ｃ）住宅ローンの「フラット３５」に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．申込者と申込者の子が親子リレー返済をする場合、申込者の子を借入れ当初から連帯債務者

とすることは要件となっていない。 

２．フラット３５子育てプラスとは、子育て世帯または若年夫婦世帯に対して、子の人数等に応

じて一定期間借入金利を引き下げる制度である。 

３．店舗付き戸建て住宅の場合、住宅部分の床面積が全体の床面積の２分の１以上であれば、店

舗部分に係る建設費についても、借入対象となる。 

４．借入対象となる住宅および土地について共有名義にする場合、申込者本人の共有持分の割合

はそれぞれ２分の１以上必要である。 
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（問題１１） 
 

（設問Ｄ）日本政策金融公庫の教育一般貸付に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．在学期間中は元金の返済を据え置き、利息のみの返済とすることができる。 

２．資金の使途は、入学金、授業料、在学のための住居費用などであり、受験料や受験時の交通

費・宿泊費には利用できない。 

３．貸出金利は、変動金利または固定金利のいずれかを選択することができる。 

４．日本学生支援機構の奨学金と併用することはできない。 

 

（問題１２） 
 

（設問Ｅ）日本学生支援機構の貸与奨学金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．貸与奨学金には、第一種奨学金、第二種奨学金および入学時の一時金として貸与される入学

時特別増額貸与奨学金がある。 

２．奨学金の申込時に機関保証を選択した場合、保証料は毎月の奨学金の貸与額から差し引かれ、

日本学生支援機構が奨学生に代わり保証機関に支払う。 

３．大学進学後に家計急変の事由が発生した場合、緊急採用・応急採用の申込みは、当該事由が

発生した日から１２ヵ月以内に行わなければならない。 

４．減額返還制度を利用できるのは、通算して１０年（１２０ヵ月）までである。 

 

（問題１３） 
 

（設問Ｆ）貸金業法に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．貸金業者に提出する収入を証明する書類には、納税通知書は含まれない。 

２．商品の購入に当たりクレジットカードを利用しリボルビング払いにした場合、総量規制の対

象とならない。 

３．健康保険法に基づく高額療養費の貸付けは、総量規制の対象とならない。 

４．自動車の購入に必要な資金の貸付けで、当該自動車が譲渡により担保の目的となっているも

のは、総量規制の対象とならない。 
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問５ 

 働き方とその関連法令に関する以下の設問Ａ～Ｈについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選

んでください。 

 

（問題１４） 
 

（設問Ａ）雇用保険の基本手当に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．基本手当の所定給付日数は、正当な理由のない自己の都合により退職した一般の受給資格者

については、離職時の年齢にかかわらず、被保険者であった期間に基づいて定められている。 

２．基本手当は、離職理由にかかわらず、離職の日以前１年間に被保険者期間が通算して６ヵ月

以上あれば支給される。 

３．すべての受給資格者は、公共職業安定所において求職の申込みを行った後、待期期間および

給付制限期間が経過しなければ基本手当は支給されない。 

４．定年により離職した者は、特定受給資格者に該当する。 

 

（問題１５） 
 

（設問Ｂ）雇用保険の教育訓練給付金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、記

載のない事項については、教育訓練給付金の支給要件を満たしているものとする。 

 

１．雇用保険の一般被保険者でなくなった日から１年以内に教育訓練給付対象講座の受講を開始

している場合、教育訓練給付金の支給対象者となる。 

２．一般教育訓練の受講開始日前１年以内にキャリアコンサルタントが行うキャリアコンサルテ

ィングを受けた場合、その費用は２万円を限度として教育訓練経費に含めることができる。 

３．雇用保険の一般被保険者が、一般教育訓練修了日の翌日から１年以内に当該一般教育訓練に

係る資格を取得した場合、本体給付とは別に追加給付が行われる。 

４．教育訓練を開始した日前３年以内に教育訓練給付金の支給を受けたことがある場合、一般教

育訓練給付金、特定一般教育訓練給付金、専門実践教育訓練給付金のいずれも支給されない。 
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（問題１６） 
 

（設問Ｃ）ＺＡ株式会社に勤務する桑原さん（５０歳）は、２０２５年４月１日から４月３０日まで家

族の介護のため介護休業を取得し、２０２５年５月１日から職場復帰して、雇用保険の介護

休業給付金の支給申請をすることとした。以下の＜資料＞に基づく桑原さんに支給される介

護休業給付金の額として、正しいものはどれか。なお、介護休業給付金の支給要件をすべて

満たしているものとする。また、休業開始時賃金日額と支給額は、円未満を切り捨てるもの

とする。 

 

＜資料＞ 
 

［桑原さんの２０２４年１０月から２０２５年３月までの給与等の状況］ （単位：円） 

月別実出勤日数 基本給 管理職手当 通勤手当 

１０月分 ２１日 ４２０,０００ ８０,０００ ３０,０００ 

１１月分 ２０日 ４２０,０００ ８０,０００ ３０,０００ 

１２月分 ２０日 ４２０,０００ ８０,０００ ３０,０００ 

１月分 １９日 ４２０,０００ ８０,０００ １０,０００ 

２月分 １９日 ４２０,０００ ８０,０００ １０,０００ 

３月分 ２１日 ４２０,０００ ８０,０００ １０,０００ 

合計 １２０日 ２,５２０,０００ ４８０,０００ １２０,０００ 

※２０２４年１０月初日から２０２５年３月末日までの暦日数は１８２日である。 

※休業期間は３０日間であり、休業期間中は無給である。 

※通勤手当は転居により１月分の支給から減額されている。 

 

［介護休業給付金に係る限度額等］ 

休業開始時賃金日額の上限額 １７,２７０円 

一支給単位期間における上限額 ３４７,１２７円 

 

１．３３１,３０８円 

２．３３４,９８６円 

３．３４４,５５４円 

４．３４７,１２７円 
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（問題１７） 
 

（設問Ｄ）労働基準法に基づく労働時間、休憩および休日に関する次の記述のうち、最も不適切なもの

はどれか。 

 

１．労働基準法では法定労働時間が定められており、労働時間の上限は原則として、１日につい

て８時間、１週間について４０時間とされている。 

２．１日の労働時間が６時間以下の場合、使用者は労働者に休憩時間を与えなくても差し支えない。 

３．使用者は、労働者に少なくとも毎週２回または４週間を通じ８日以上の休日を与えなければ

ならない。 

４．法定休日に労働させた後に代休を付与したとしても、法定休日に労働させたことによる割増

賃金の支払い義務が生じる。 

 

（問題１８） 
 

（設問Ｅ）ＰＦ株式会社で働いている橋口さんは、最低賃金法における最低賃金と比較するため、自身

の２０２５年５月分の賃金を計算してみることにした。以下の＜資料＞に基づく最低賃金の

対象となる時間当たりに換算した賃金額として、正しいものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［橋口さんに支払われた２０２５年５月分の賃金］ 

基本給 １８６,０００円 月給制 

家族手当 ３１,０００円 月給制 

職務手当 １２,４００円 月給制 

休日出勤手当 ２７,９００円 割増賃金を含む 

通勤手当 ２０,０００円  

合計 ２７７,３００円  

※橋口さんは、２０２５年５月に欠勤および早退等をしていない。 

※上記以外に賃金の支払いはない。 

 

［橋口さんの労働条件］ 

年間所定労働日数：２４０日 

１日の所定労働時間：７時間４５分 

 

［時間当たりに換算した賃金額の計算方法］ 

月給制の場合：（賃金月額×１２ヵ月）÷（年間所定労働日数×１日の所定労働時間） 

 

１．１,２００円 

２．１,２８０円 

３．１,４８０円 

４．１,６６０円  
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（問題１９） 
 

（設問Ｆ）ＰＺ株式会社に勤務する馬場さんは、２０２５年５月２２日に業務上の災害により負傷し、

同日より療養のため休業した。以下の＜資料＞に基づき、馬場さんが受給することができる

労働者災害補償保険の休業補償給付および休業特別支給金の合計額として、正しいものはど

れか。なお、休業補償給付の支給要件はすべて満たしているものとする。また、解答に当た

っては、給付基礎日額は円未満を切り上げ、休業補償給付日額および休業特別支給金日額は

円未満を切り捨てること。 

 

＜資料＞ 
 

［馬場さんの２０２５年２月から４月までの給与等の状況］ 

支払月 総日数 実出勤日数 基本給 時間外手当 通勤手当 

２月 ２８日 １８日 ２８０,０００円 １０,０００円 ２０,０００円 

３月 ３１日 ２０日 ２８０,０００円 １０,０００円 ２０,０００円 

４月 ３０日 ２１日 ３４０,０００円 ４０,０００円 ２０,０００円 

合計 ９００,０００円 ６０,０００円 ６０,０００円 

※上記に記載のないものの支給はなく、賃金締切日は月の末日であるものとする。 

※ＰＺ社の公休日は、土曜日・日曜日・祝日である。 

※休業特別支給金は、給付基礎日額の２０％相当額が支給される。 

 

［馬場さんのデータ］ 

・ 休業期間は、２０２５年５月２２日（木）から５月３０日（金）までの９日間。 

・ 休業期間における賃金の支払いはなく、私傷病による休暇は取得していない。 

・ 複数事業労働者ではなく、同一の支給事由に基づく障害厚生年金等は受給していない。 

 

［給付基礎日額の計算式］ 

給付基礎日額＝
 算定事由発生日（賃金締切日がある場合は直前の賃金締切日）以前３ヵ月間の賃金総額 

その３ヵ月間の総日数
 

 

１．３６,６７２円 

２．４８,５３４円 

３．５１,７７４円 

４．５５,００８円 
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（問題２０） 
 

（設問Ｇ）育児・介護休業法に基づく介護休業および介護休暇に関する次の記述のうち、最も不適切な

ものはどれか。なお、労使協定は締結されていないものとする。 

 

１．期間を定めて雇用される人が介護休業を申し出るためには、介護休業開始予定日から起算し

て９３日を経過する日から６ヵ月を経過する日までに、労働契約（更新される場合は、更新

後の契約）が満了することが明らかでないことが要件とされている。 

２．介護休業は、労働者が勤務先の事業主に申し出ることにより、要介護状態にある対象家族１

人につき、通算して９３日に達するまで、３回を上限として分割して取得することができる。 

３．介護休暇は、要介護状態にある対象家族の介護等をする労働者が、勤務先の事業主に申し出

ることにより、１年度に５労働日（対象家族が２人以上の場合は１０労働日）を限度として

取得することができる。 

４．介護休業および介護休暇の対象家族には、配偶者の祖父母も含まれる。 

 

（問題２１） 
 

（設問Ｈ）育児休業等期間中の厚生年金保険の保険料免除に関する次の記述のうち、最も不適切なもの

はどれか。 

 

１．育児休業等の開始日と終了日翌日が同一月にある場合、同月に１４日以上の休業がなければ

保険料の免除は受けられない。 

２．育児休業等期間に係る保険料の免除期間は、保険料全額免除期間として年金の支給要件や年

金額などに反映される。 

３．被保険者が１つの育児休業等を終了した日と次の育児休業等を開始した日との間に就業した

日がない場合、保険料の免除については、その全部を１つの育児休業等とみなす。 

４．賞与に関する保険料は、育児休業等の期間が１ヵ月以下である場合は免除されない。 
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問６ 

 社会保険の適用や給付等に関する以下の設問Ａ～Ｆについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ

選んでください。 

 

（問題２２） 
 

（設問Ａ）以下の＜資料＞に基づく、羽田さん（３８歳）の２０２５年５月支給の給与から源泉徴収さ

れた所得税額として、正しいものはどれか。なお、記載のない事項については考慮しないも

のとする。 

 

＜資料＞ 
 

［羽田さんのデータ］ 

・ ＺＢ株式会社の正社員（役員ではない）で、協会けんぽ（全国健康保険協会管掌健康保険）

の被保険者である。 

・ 標準報酬月額は３６万円である。 

・ ２０２５年４月支給の給与額は３８万円であり、２０２５年５月支給の給与額は４０万円で

ある（いずれも源泉所得税・社会保険料控除前）。 

・ 扶養親族等はない。 

 

［健康保険・厚生年金保険標準報酬月額表（被保険者負担分）］ （単位：円） 

標準報酬月額 
報酬月額 保険料 

以上 未満 健康保険 介護保険 厚生年金保険 

３６０,０００ ３５０,０００～３７０,０００ １７,９６４ ２,８８０ ３２,９４０ 

３８０,０００ ３７０,０００～３９５,０００ １８,９６２ ３,０４０ ３４,７７０ 

４１０,０００ ３９５,０００～４２５,０００ ２０,４５９ ３,２８０ ３７,５１５ 

 

［雇用保険料（被保険者負担分）］２,４００円 

 

［給与所得の源泉徴収税額表］ （単位：円） 

その月の社会保険料等 

控除後の給与等の金額 

扶養親族等の数 

０人 

以上 未満 税額 

３３８,０００ ３４１,０００ １１,６１０ 

３４１,０００ ３４４,０００ １１,８５０ 

３４４,０００ ３４７,０００ １２,１００ 

３４７,０００ ３５０,０００ １２,３４０ 
 

 

１．１１,６１０円 

２．１１,８５０円 

３．１２,１００円 

４．１２,３４０円  
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（問題２３） 
 

（設問Ｂ）個人事業主の別所昭夫さん（４５歳）は、妻と子１人の３人でＴＭ市に居住している。以下

の＜資料＞に基づく昭夫さんが支払う２０２５年度分の国民健康保険料の世帯合計額（年額）

として、正しいものはどれか。なお、保険料の減免措置の適用はないものとする。また、計

算に当たっては、医療分、後期高齢者支援金等分および介護分のそれぞれの世帯合計額につ

いて、百円未満を切り捨てること。 

 

＜資料＞ 
 

［別所家のデータ］ 

氏名 続柄 年齢 備考 

別所 昭夫 本人（世帯主） ４５歳 前年の総所得金額（事業所得）５８０万円 

別所 初恵 妻 ４３歳 前年の総所得金額（給与所得）７５万円 

別所 渚沙 長女 １６歳 高校生 

※家族３人は同一世帯であり、３人はそれぞれＴＭ市の国民健康保険の被保険者である。 

※上記のほかに収入はない。 

 

［ＴＭ市の国民健康保険料（年額）］ 

所得割の算定基礎額＝前年の総所得金額等－基礎控除額４３万円 

項目 所得割 均等割（１人当たり） 

医療分 ８.６９％ ４９,１００円 

後期高齢者支援金等分 ２.８０％ １６,５００円 

介護分 ２.３６％ １６,５００円 

※限度額については考慮しないものとする。 

 

１．  ９７３,４００円 

２．１,００１,２００円 

３．１,０１７,７００円 

４．１,０３４,２００円 
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（問題２４） 
 

（設問Ｃ）近藤正幸さんは、妻の美佳さんと２人でＺＣ市に居住している（同一世帯である）。以下の

＜資料＞に基づく近藤家の２０２５年度分の介護保険料（年額）の合計額として、正しいも

のはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［近藤家のデータ］ 

氏名 続柄 年齢 前年（２０２４年）の収入 市民税 

近藤 正幸 
本人 

（世帯主） 
６８歳 

・ 給与収入 ２４０万円 

・ 老齢基礎年金および老齢厚生年金 ２００万円 
課税 

近藤 美佳 妻 ６９歳 ・ 老齢基礎年金および老齢厚生年金 １２０万円 非課税 

※正幸さんの給与所得控除額は、給与収入金額×３０％＋８万円である。 

※公的年金等控除額は夫婦とも１１０万円である。 

※上記のほかに収入はない。 

 

［ＺＣ市の介護保険第１号被保険者の所得段階別保険料（一部抜粋）］ 

所得段階 対象となる人 
介護保険料 

（年額） 

第１段階 

生活保護を受給している人、または世帯全員が市民税非課税で

老齢福祉年金を受給している人 
基準額×０.２７５ 

世帯全員が市民税非課税で本人の前年の課税年金収入額とその

他の合計所得金額の合計が８０万円以下の人 

第２段階 
世帯全員が市民税非課税で本人の前年の課税年金収入額とその

他の合計所得金額の合計が８０万円を超え１２０万円以下の人 
基準額×０.４５５ 

第３段階 
世帯全員が市民税非課税で本人の前年の課税年金収入額とその

他の合計所得金額の合計が１２０万円を超える人 
基準額×０.６５ 

第４段階 

本人が市民税非課税で、世帯の中に市民税課税者がおり、本人

の前年の課税年金収入額とその他の合計所得金額の合計額が

８０万円以下の人 

基準額×０.９０ 

第５段階 

本人が市民税非課税で、世帯の中に市民税課税者がおり、本人

の前年の課税年金収入額とその他の合計所得金額の合計額が

８０万円を超える人 

基準額 

（７５,８００円） 

第６段階 
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が１３０万円未満の

人 
基準額×１.１３ 

第７段階 
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が１３０万円以上

２２０万円未満の人 
基準額×１.２７ 

第８段階 
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が２２０万円以上

３２０万円未満の人 
基準額×１.５０ 

第９段階 
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が３２０万円以上

４２０万円未満の人 
基準額×１.７０ 

※表中の「課税年金収入額」とは、市民税が課税される公的年金等の収入金額である。 

※合計所得金額に対する調整は考慮しないものとする。 
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１．１８１,９２０円 

２．１８９,５００円 

３．１９７,０８０円 

４．２０４,６６０円 
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（問題２５） 
 

（設問Ｄ）以下の＜ケース１＞～＜ケース３＞の人が、２０２５年５月に介護保険法に基づく介護給付

対象サービス（以下「介護サービス」という）を受けた場合の利用者負担割合に関する次の

記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、本設問における利用者負担割合は以下の

＜資料＞によって判定するものとする。また、利用者負担の上限は考慮しないものとし、い

ずれの人も介護サービスを利用する際に介護保険被保険者証と介護保険負担割合証を提示し

ているものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［ＰＫ市における介護保険の利用者負担割合］ 

 

 

※｢世帯合算」とは、６５歳以上の人が２人以上いる世帯の、６５歳以上の人の所得等を合算した

金額である。 

※合計所得金額は前年の所得によるものとし、合計所得金額に対する調整は考慮しないものとする。 

 

  

６５歳以上で本人が市民税課税 

Ｙｅｓ 

年金収入＋その他の合計所得金額 
 

単身世帯で３４０万円以上 または 

世帯合算（※）で４６３万円以上 

２２０万円以上 

３割 

１６０万円以上 

２２０万円未満 

本人の合計所得金額 

１６０万円未満 

年金収入＋その他の合計所得金額 
 

単身世帯で２８０万円以上 または 

世帯合算（※）で３４６万円以上 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

２割 １割 

Ｙｅｓ Ｙｅｓ Ｎｏ 
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＜公的年金等控除額の速算表（６５歳以上)＞ 

納税者区分 公的年金等の収入金額（Ａ） 

公的年金等控除額 

公的年金等に係る雑所得以外の所得

に係る合計所得金額 

１,０００万円 以下 

６５歳以上の者 

 ３３０万円 以下 １１０万円 

３３０万円 超 ４１０万円 以下 （Ａ）×２５％＋ ２７.５万円 

４１０万円 超 ７７０万円 以下 （Ａ）×１５％＋ ６８.５万円 

７７０万円 超 １,０００万円 以下 （Ａ）× ５％＋１４５.５万円 

１,０００万円 超  １９５.５万円 

 

 氏名 続柄 年齢 
前年の公的年金

（老齢年金）収入 

前年の 

不動産所得 
市民税 

＜ケース１＞ 
牧村 勇三 夫 ７７歳 ２７０万円  ４０万円 課税 

牧村 光代 妻 ７４歳 １９０万円  ４０万円 課税 

＜ケース２＞ 
三上 祐司 夫 ８１歳 １８０万円 １６０万円 課税 

三上 知子 妻 ７６歳 １７０万円 － 課税 

＜ケース３＞ 
西岡 竜彦 夫 ７１歳 ３４０万円 － 課税 

西岡 垣江 妻 ６８歳  ７０万円 － 非課税 

※上記の人はいずれも公的年金（老齢年金）、不動産所得のほかに収入はない。 

※上記の人はすべてＰＫ市に居住しており、夫婦はいずれも同一世帯である。 

※いずれの世帯も、上記のほかに同一世帯に属する人はいない。 

 

１．＜ケース１＞の牧村勇三さんの利用者負担割合は、３割である。 

２．＜ケース２＞の三上祐司さんの利用者負担割合は、３割である。 

３．＜ケース２＞の三上知子さんの利用者負担割合は、１割である。 

４．＜ケース３＞の西岡竜彦さんの利用者負担割合は、２割である。 

 

（問題２６） 
 

（設問Ｅ）介護保険法に基づく介護保険制度に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．居宅介護サービス計画をケアマネジャーが作成する場合にかかる費用については、その費用

の１００分の９０相当額が介護給付として支給される。 

２．第２号被保険者は、１６の特定疾病のいずれかに該当し、要支援の認定を受けたときには、

介護予防サービスを利用することができる。 

３．要支援の認定を受けた人に支給される予防給付には、施設サービスに係るものはない。 

４．第１号被保険者は、遺族厚生年金を年額１８万円以上受給している場合、年金からの天引き

によって保険料が徴収される。 
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（問題２７） 
 

（設問Ｆ）健康保険および厚生年金保険の標準報酬月額の決定および改定に関する次の記述の空欄（ア）

～（ウ）にあてはまる語句の組み合わせとして、最も適切なものはどれか。 

 

・ 毎年７月１日現在の被保険者について、４～６月（報酬の支払基礎日数が１７日以上ある月

に限る）に受けた報酬の総額をその期間の月数で除して得た額を報酬月額として、その年の

（ ア ）からの標準報酬月額が決定される。 

・ 被保険者が継続した３ヵ月間（報酬の支払基礎日数が３ヵ月とも１７日以上の場合に限る）

に受けた報酬の総額を３で除して得た額が、その者の標準報酬月額の基礎となった報酬月額

に比べて著しく高低が生じた場合は、（ イ ）から標準報酬月額が改定される。 

・ 育児休業等の終了後に職場復帰し、育児休業等終了日に当該育児休業等に係る３歳に満たな

い子を養育している被保険者が申出をした場合は、育児休業等を終了した日の翌日から起算し

て（ ウ ）を経過した日の属する月の翌月から標準報酬月額が改定される。 

 

１．（ア）９月 （イ）著しく高低を生じた月の翌月 （ウ）２ヵ月 

２．（ア）９月 （イ）著しく高低を生じた月    （ウ）３ヵ月 

３．（ア）７月 （イ）著しく高低を生じた月    （ウ）２ヵ月 

４．（ア）７月 （イ）著しく高低を生じた月の翌月 （ウ）３ヵ月 
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問７ 

 全国健康保険協会管掌健康保険（以下「協会けんぽ」という）に関する以下の設問Ａ～Ｆについて、

それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

（問題２８） 
 

（設問Ａ）協会けんぽの被扶養者に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、記載のな

い事項については、被扶養者となる要件を満たしているものとする。また、認定対象者は障

害者ではないものとする。 

 

１．被保険者の母の再婚相手（５８歳）であって、被保険者と養子縁組をしておらず同一の世帯

に属していない者は、年間収入が１００万円、被保険者からの援助の年額が２５０万円であ

る場合、被扶養者となることができる。 

２．被保険者の配偶者の弟（３０歳）であって、被保険者と同一の世帯に属していない者は、年

間収入が１２０万円、被保険者からの援助の年額が１５０万円である場合、被扶養者となる

ことができる。 

３．被保険者と同一の世帯に属していない養父（７３歳）は、年間収入が１１０万円、被保険者

からの援助の年額が１２０万円である場合、被扶養者となることができる。 

４．被保険者と同一の世帯に属している収入のない配偶者（４５歳）は、外国に赴任する被保険

者に同行する場合には、被扶養者となることができない。 

 

（問題２９） 
 

（設問Ｂ）協会けんぽの任意継続被保険者に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．任意継続被保険者になるためには、被保険者資格喪失日の前日まで継続して１年以上被保険

者であったことが必要である。 

２．任意継続被保険者になるための申出は、被保険者資格喪失日から１４日以内に行わなければ

ならない。 

３．任意継続被保険者には、資格喪失後の継続給付を除き、傷病手当金および出産手当金は支給

されない。 

４．任意継続被保険者は、初めて納付すべき保険料を除き、正当な理由がなく納付期日までに保

険料を納付しなかったときは、翌月１日に任意継続被保険者の資格を喪失する。 
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（問題３０） 
 

（設問Ｃ）ＨＧ株式会社に勤務している妹尾さん（３５歳）は、２０２５年２月から傷病手当金を受給

しており、２０２５年６月２０日にＨＧ社を退職する予定である。妹尾さんの協会けんぽの

加入状況が以下のとおりである場合、傷病手当金の資格喪失後の継続給付に関する次の記述

のうち、最も不適切なものはどれか。なお、記載のない事項については、支給要件を満たし

ているものとする。 

 

＜妹尾さんの協会けんぽの加入状況＞ 

 ＨＫ社 ＨＧ社 

入社日（被保険者資格取得日） ２０２１年４月 １日 ２０２４年１０月 １日 

退職（予定）日 ２０２４年９月３０日 ２０２５年 ６月２０日 

※ＨＫ社、ＨＧ社はともに協会けんぽの適用事業所である。 

 

１．妹尾さんがＨＧ社の退職日に出勤した場合、退職後に傷病手当金は継続給付されない。 

２．妹尾さんに資格喪失後の傷病手当金が継続給付される場合、その傷病手当金はＨＧ社の退職

日から通算して１年６ヵ月の期間内で支給される。 

３．妹尾さんは、ＨＧ社の資格喪失日の前日まで協会けんぽの被保険者であった期間が引き続き

１年以上あるため、ＨＧ社の退職後も傷病手当金が継続給付される。 

４．妹尾さんに資格喪失後の傷病手当金が継続給付される場合、妹尾さんがその傷病手当金を受

けなくなった日後３ヵ月以内に死亡したときは、一定の人に埋葬料または埋葬費が支給され

る。 
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（問題３１） 
 

（設問Ｄ）協会けんぽの被保険者である藤原さんは、私傷病による療養のため労務不能となって、

２０２５年４月８日から同月２４日まで継続して欠勤し、このうち同月９日から１１日まで

は年次有給休暇を取得した。藤原さんがこの休業について傷病手当金を請求した場合、以下

の＜資料＞に基づき、受給できる傷病手当金の合計額として、正しいものはどれか。なお、

藤原さんは傷病手当金の支給要件をすべて満たしているものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［藤原さんの２０２５年４月の勤務状況］ 

日 月 火 水 木 金 土 

  
１ 

○出勤 
２ 

○出勤 
３ 

○出勤 
４ 

○出勤 
 ５  
公休日 

 ６  
公休日 

７ 
○出勤 

８ 
×欠勤 

９ 
△有給 

１０ 
△有給 

１１ 
△有給 

 １２  
公休日 

 １３  
公休日 

１４ 
×欠勤 

１５ 
×欠勤 

１６ 
×欠勤 

１７ 
×欠勤 

１８ 
×欠勤 

 １９  
公休日 

 ２０  
公休日 

２１ 
×欠勤 

２２ 
×欠勤 

２３ 
×欠勤 

２４ 
×欠勤 

２５ 
○出勤 

 ２６  
公休日 

 ２７  
公休日 

２８ 
○出勤 

 ２９  
公休日 

３０ 
○出勤 

   

※年次有給休暇を取得した日について傷病手当金は支給されない。 

※欠勤日について報酬は支払われていない。 

 

［標準報酬月額］ 

２０２３年９月～２０２４年８月の標準報酬月額：２８０,０００円 

２０２４年９月～２０２５年４月の標準報酬月額：３４０,０００円 

 

［傷病手当金の１日当たりの額の計算式（円未満四捨五入）］ 

支給開始月以前の直近の継続した１２ヵ月間の各月の標準報酬月額の平均額×
１

 ３０ 
×

２

 ３ 
 

 

 

１．７１,１３０円 

２．７８,２４３円 

３．９２,４６９円 

４．９９,５８２円 

 

  

１０円未満四捨五入 
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（問題３２） 
 

（設問Ｅ）協会けんぽの被保険者資格喪失後の出産に係る給付に関する次の記述のうち、最も不適切な

ものはどれか。なお、記載のない事項については支給要件を満たしているものとし、被保険

者であった期間については任意継続被保険者であった期間はないものとする。 

 

１．被保険者資格喪失日の前日まで引き続き１年以上被保険者であった人の被扶養者となってい

た人が、被保険者の資格喪失日後６ヵ月以内に出産した場合、家族出産育児一時金の支給を

受けることができる。 

２．被保険者資格喪失日の前日まで引き続き１年以上被保険者であった人は、被保険者の資格喪

失後も出産手当金の継続給付を受けることができる。 

３．被保険者資格喪失日の前日まで引き続き１年以上被保険者であった人が、被保険者の資格喪

失日後６ヵ月以内に出産した場合、出産育児一時金の支給を受けることができる。 

４．被保険者の資格喪失後に協会けんぽの被保険者である夫の被扶養者となった人が、資格喪失

後の出産育児一時金と家族出産育児一時金のどちらの要件も満たしている場合は、いずれか

の受給を選択することになる。 
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（問題３３） 
 

（設問Ｆ）会社員の小原さん（５４歳）は、２０２４年１２月に体調を崩し、ＬＨ病院に入院し手術を

受け、２０２５年５月に退院した。小原さんの医療費等が以下の＜資料＞のとおりである場

合、２０２４年１２月から２０２５年５月までの入院・手術についてＬＨ病院に支払った医

療費の自己負担額の合計額として、正しいものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［小原さんのデータ］ 

・ 協会けんぽの被保険者であり、標準報酬月額は５９万円である。 

・ 独身であり、健康保険の被扶養者はいない。 

・ ｢健康保険限度額適用認定証」をＬＨ病院に提示している。 

 

［小原さんの各月の医療費］ 

 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 

医療費 ８０万円 ５０万円 ６０万円 ５０万円 ７０万円 ５０万円 

※２０２４年１月から１１月の各月においては、医療費は発生していない。 

※医療費はすべて保険適用であり、ＬＨ病院の同一の診療科での入院・手術についてのものである。 

※入院時の食事代や差額ベッド代等、記載のない事項については考慮しないものとする。 

※特定疾病に係る高額療養費の支給はないものとする。 

 

［７０歳未満の高額療養費に係る自己負担限度額（月額）］ 

・ 所得区分「標準報酬月額５３万円～７９万円」 

１６７,４００円＋（医療費－５５８,０００円）×１％ 

多数回該当 ９３,０００円 

 

１．７６６,６４０円 

２．８２３,６４０円 

３．８９９,４６０円 

４．９５６,４６０円 
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問８ 

 公的年金制度の仕組みや受給額等に関する以下の設問Ａ～Ｈについて、それぞれの答えを１～４の中

から１つ選んでください。なお、解答に当たっては、以下の計算式等を使用してください。また、年金

額の計算に当たっては、計算過程、解答ともに円未満を四捨五入してください。以下、厚生年金保険を

「厚生年金」とします。 

 

［第１号厚生年金被保険者期間に基づく老齢厚生年金の支給開始年齢（一部抜粋）］ 

生年月日 
男子 女子 

定額部分 報酬比例部分 定額部分 報酬比例部分 

昭３１.４.２～昭３２.４.１ － ６２歳 － ６０歳 
昭３２.４.２～昭３３.４.１ － ６３歳 － 〃 
昭３３.４.２～昭３４.４.１ － 〃 － ６１歳 
昭３４.４.２～昭３５.４.１ － ６４歳 － 〃 
昭３５.４.２～昭３６.４.１ － 〃 － ６２歳 
昭３６.４.２～昭３７.４.１ － （６５歳） － 〃 
昭３７.４.２～昭３８.４.１ － 〃 － ６３歳 
昭３８.４.２～昭３９.４.１ － 〃 － 〃 
昭３９.４.２～昭４０.４.１ － 〃 － ６４歳 
昭４０.４.２～昭４１.４.１ － 〃 － 〃 

昭４１.４.２以降 － 〃 － （６５歳） 
 

［特別支給の老齢厚生年金の計算式］ 

（１）定額部分：１,７０１円×被保険者期間の月数（上限４８０月） 

（２）報酬比例部分：（ア）＋（イ） 

（ア）２００３（平成１５）年３月以前の被保険者期間分 

平均標準報酬月額 × 
 ７.１２５ 

１０００
 × 

２００３（平成１５）年３月以前の

被保険者期間の月数
 

（イ）２００３（平成１５）年４月以後の被保険者期間分 

平均標準報酬額 × 
 ５.４８１ 

１０００
 × 

２００３（平成１５）年４月以後の

被保険者期間の月数
 

［経過的加算の額の計算式］ 

定額部分相当額－８１６,０００円×
 ２０歳以上６０歳未満の間の厚生年金被保険者期間の月数 

４８０月
 

 

［老齢厚生年金の配偶者の加給年金額］ ４０８,１００円 

［老齢基礎年金の満額］ ８１６,０００円 

［老齢基礎年金の振替加算額（一部抜粋）］ 

受給権者の生年月日 振替加算額 

１９６０（昭和３５）年４月２日～１９６１（昭和３６）年４月１日 ２１,８３６円 

１９６１（昭和３６）年４月２日～１９６６（昭和４１）年４月１日 １５,７３２円 
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（問題３４） 
 

（設問Ａ）会社員の中井久美さんが６３歳に達する日に会社を退職する場合、退職後に受け取ることが

できる特別支給の老齢厚生年金は、長期加入者特例に該当する。以下の＜資料＞に基づき、

久美さんが受け取ることができる長期加入者特例による特別支給の老齢厚生年金の額として、

正しいものはどれか。なお、長期加入者特例とは、一定の要件を満たす場合に、報酬比例部

分と定額部分が支給され、対象者がいれば加給年金額が加算されるものである。 

 

＜資料＞ 
 

［中井家のデータ］ 

氏名 続柄 備考 

中井 久美 本人 

・ １９６２（昭和３７）年１０月８日生まれ（６２歳） 

・ １９８１（昭和５６）年４月にＬＢ社に入社（厚生年金に加入）

し、６３歳に達する日まで働く予定である。 

中井 幹夫 夫 

・ １９６５（昭和４０）年１２月１１日生まれ（５９歳） 

・ １９８８（昭和６３）年３月に大学を卒業後、現在まで個人事業主

として働き、厚生年金に加入したことはない。 

・ ２００２（平成１４）年４月に結婚した当時から現在まで、久美さ

んに生計を維持されており、今後も変わらないものとする。 

 

［久美さんの厚生年金加入歴等］ 

 

※久美さんに上記以外の公的年金加入期間はない。また、久美さんおよび幹夫さんは障害の状態に

ないものとする。 

 

１．１,２２６,２３０円 

２．２,０４２,７１０円 

３．２,４５０,８１０円 

４．２,５４２,６６４円 

  

▼ 

６０歳 
▲ 

退職 
▲ 

２００３年 
（平成１５年） 

４月 

▼ 

被保険者期間 

２６４月 

平均標準報酬月額 

２９万円 

被保険者期間 

２３４月 

１９８１年 
（昭和５６年） 

４月 

被保険者 
期間 
３６月 

入社 
▲ 

平均標準報酬額４６万円 
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（問題３５） 
 

（設問Ｂ）（問題３４）の幹夫さんの公的年金加入歴等が以下の＜資料＞のとおりである場合、幹夫さ

んが６５歳時に受け取ることができる老齢給付の額として、正しいものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［幹夫さんの国民年金加入歴等］ 

 

［保険料全額免除期間の老齢基礎年金額への反映割合（平成２１年３月分以前）］ 

免除月数×１／３ 

 

※幹夫さんに上記以外の公的年金加入期間はない。 

※第１号被保険者期間のうち、免除期間に係る保険料の追納はしていない。 

 

１．６１２,４３２円 

２．６３１,９００円 

３．６４７,６３２円 

４．６８４,５９６円 

  

年 

１２月 

▼ 

年 

４月 

▼ 

年金 
未加入 
期間 
２８月 

第１号 

納付済期間 

１０８月 

第１号 

納付済期間＋ 

付加保険料納付 

１７６月 

▲ 
６０歳 

第１号 
納付済期間 
４８月 

第１号 
未納期間 
６３月 

第１号 
全額免除期間 

５７月 

▲ 
２０歳 

▼ ▼ 

２００２年 

４月 

▼ 

２０１１年 

４月 

▼ 

２０２５年 

１２月 

▼ 
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（問題３６） 
 

（設問Ｃ）老齢厚生年金の加給年金額と老齢基礎年金の振替加算に関する次の記述のうち、最も適切な

ものはどれか。なお、本設問においては、老齢厚生年金の受給権者を夫、加給年金額および

振替加算の対象者を妻とし、妻は夫に生計を維持されているものとする。また、記載のない

事項については、加給年金額および振替加算の加算要件を満たしているものとする。 

 

１．夫の老齢厚生年金の受給権取得当時の被保険者期間が２４０月未満であって、その後の在職

定時改定により被保険者期間が２４０月以上となった場合、その時点から加給年金額が加算

される。 

２．夫の老齢厚生年金に加算されている加給年金額は、妻が繰上げ受給による老齢基礎年金の支

給を受けることができるときは、その間、支給が停止される。 

３．妻が７０歳から老齢基礎年金を繰下げ受給する場合、妻に支給される老齢基礎年金には、

７０歳から増額された振替加算の額が加算される。 

４．振替加算の額が加算された老齢基礎年金の支給を受けている妻が夫と離婚した場合、離婚し

た翌月から振替加算の額は加算されなくなる。 
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（問題３７） 
 

（設問Ｄ）ＫＰ株式会社に勤務している安西義夫さんは、事故によって障害の状態となり、現在、障害

年金を受給している。以下の＜資料＞に基づき、義夫さんが受給している障害基礎年金と障

害厚生年金の額の組み合わせとして、正しいものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［義夫さんのデータ］ 

・ １９７５（昭和５０）年４月２０日生まれ（５０歳） 

・ 障害等級は１級である。 

・ 妻（４８歳）、長女（２０歳）、長男（１７歳）および二女（１５歳）と同居している。 

・ 妻、長女、長男および二女はいずれも障害の状態になく、義夫さんに生計を維持されている。 

 

［義夫さんの厚生年金加入歴等］ 

 

 

［障害厚生年金（２級）の年金額の計算式］ 

報酬比例部分の年金額＝①＋② 

① ２００３（平成１５）年３月以前の被保険者期間分 

平均標準報酬月額 × 
 ７.１２５ 

１０００
 × 

２００３（平成１５）年３月以前の

被保険者期間の月数
 

② ２００３（平成１５）年４月以後の被保険者期間分 

平均標準報酬額 × 
 ５.４８１ 

１０００
 × 

２００３（平成１５）年４月以後の

被保険者期間の月数
 

※被保険者期間が３００月未満の場合は、３００月とみなして計算する。 

 

［配偶者の加給年金額］ ２３４,８００円 

 

［障害基礎年金（２級）の年金額］ ８１６,０００円 

 

［障害基礎年金の子の加算額］ 

第１子、第２子 １人当たり ２３４,８００円 

第３子以降   １人当たり  ７８,３００円 

 

  

被保険者期間 １９２月 

平均標準報酬額 ４８万円 

▼ 
２００３（平成１５）年４月 

被保険者期間 ８４月 

平均標準報酬月額 ２５万円 

 

▲ 
初診日 

▲ 
障害認定日 

▲ 
入社 
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１．障害基礎年金 １,３３３,１００円  障害厚生年金 １,０５３,２４２円 

２．障害基礎年金 １,３３３,１００円  障害厚生年金 １,１２４,４１１円 

３．障害基礎年金 １,４８９,６００円  障害厚生年金 １,０５３,２４２円 

４．障害基礎年金 １,４８９,６００円  障害厚生年金 １,１２４,４１１円 

 

（問題３８） 
 

（設問Ｅ）個人事業主の露木さん（６１歳）は、現在、病気療養のため休業しており、障害年金の受給

についてＣＦＰ認定者に相談した。障害基礎年金と障害厚生年金に関するＣＦＰ認定者

の次の説明のうち、最も不適切なものはどれか。なお、露木さんは、これまで国外に居住し

たことはなく、大学を卒業した２２歳から定年の６０歳まで、ＬＭ株式会社に勤務し厚生年

金に加入していた。定年退職後は国民年金の任意加入はしていない。また、これまで障害年

金を受給したことはなく、老齢年金の繰上げ請求もしていない。 

 

１．「露木さんの病気の初診日がＬＭ社を定年退職した直後であった場合、初診日の時点で国民

年金の被保険者ではありませんが、障害基礎年金の初診日要件および保険料納付要件を満

たすことができます。」 

２．「露木さんの病気の初診日がＬＭ社を定年退職する直前であった場合、初診日の時点で厚生

年金の被保険者であったとしても、障害認定日の時点で厚生年金の被保険者でなければ障

害厚生年金が支給されることはありません。」 

３．「露木さんが障害認定日において障害等級に該当する障害の状態になかった場合でも、その

後障害の状態が重くなり、６５歳に達する日の前日までの間にその傷病により障害等級に

該当したときは、６５歳に達する日の前日までの間に障害年金の支給を請求することがで

きます。」 

４．「露木さんが障害認定日において障害等級に該当する障害の状態になかった場合でも、その

後、新たな傷病により障害の状態となり、６５歳に達する日の前日までの間に両方の障害

を併合して初めて障害等級の１級または２級に該当するときは、障害基礎年金が支給され

ます。」 

 

（問題３９） 
 

（設問Ｆ）遺族基礎年金と遺族厚生年金に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．夫の死亡当時、夫によって生計を維持されていた子のない妻には、妻が受給権を取得した日

から５年間に限り遺族基礎年金が支給される。 

２．被保険者の死亡当時、被保険者によって生計を維持されていた妻、子、母がいる場合、母に

遺族厚生年金が支給されることはない。 

３．遺族基礎年金を受給している子が祖父母の養子となった場合、その子の遺族基礎年金の受給

権は消滅する。 

４．父に対する遺族厚生年金は、その父が６５歳に達するまでの間、支給が停止される。  
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（問題４０） 
 

（設問Ｇ）遺族厚生年金とその他の公的年金等との支給調整等に関する次の記述のうち、最も適切なも

のはどれか。なお、記載のない年金の支給要件はすべて満たしているものとする。 

 

１．遺族厚生年金の受給権者である厚生年金の被保険者に、特別支給の老齢厚生年金の受給権が

発生した場合、その者が引き続き遺族厚生年金を選択して受給したときは、支給当月の標準

報酬月額や支給当月以前の標準賞与額に応じ、遺族厚生年金の一部または全部の支給が停止

される。 

２．遺族厚生年金の受給権者が老齢厚生年金の受給権を有する場合、６５歳以後については遺族

厚生年金と老齢厚生年金が併給されるが、この場合は遺族厚生年金が優先して支給され、老

齢厚生年金の額については遺族厚生年金相当額が支給停止される。 

３．遺族厚生年金の受給権者が障害基礎年金の受給権を有する場合、６５歳以後については遺族

厚生年金と障害基礎年金は併給される。 

４．労働者災害補償保険の遺族補償年金の受給権者に、同一の支給事由による遺族厚生年金が支

給される場合、遺族補償年金は減額されずに支給され、遺族厚生年金は減額されて支給され

る。 

 

（問題４１） 
 

（設問Ｈ）離婚した夫婦間における厚生年金の年金分割制度には合意分割と３号分割がある。離婚時の

年金分割制度に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．合意分割の請求を行うに当たり、当事者またはその一方は実施機関に対して標準報酬改定請

求を行うために必要な情報の提供を請求できるが、婚姻期間中か離婚後かにかかわらず、当

事者の一方のみが情報提供を請求した場合は、他方には通知されない。 

２．合意分割については、夫婦の協議により２分の１を上限として標準報酬の按分割合を定める

が、按分割合について合意できない場合、当事者の一方の申立てにより、家庭裁判所が按分

割合を定めることができる。 

３．合意分割の請求ができるのは、２００７年４月１日以後に離婚した夫婦に限られるが、

２００７年４月１日前の婚姻期間についても分割の対象となる。 

４．３号分割の請求ができるのは、２００８年５月１日以後に離婚した夫婦に限られるが、

２００８年４月１日前の婚姻期間については分割の対象とはならない。 
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問９ 

 企業年金や退職金等に関する以下の設問Ａ～Ｄについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選ん

でください。 

 

（問題４２） 
 

（設問Ａ）確定給付企業年金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．老齢給付金の一部を一時金として支給することを規約に定めることができる。 

２．脱退一時金の支給要件として、３年を超える加入者期間を規約に定めることができる。 

３．５０歳未満の人に対して老齢給付金を支給することを規約に定めることはできない。 

４．老齢給付金の支給要件として、２０年を超える加入者期間を規約に定めることはできない。 

 

（問題４３） 
 

（設問Ｂ）個人型確定拠出年金（以下「ｉＤｅＣｏ」という）および中小事業主掛金納付制度（以下

「ｉＤｅＣｏ＋」という）に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．ｉＤｅＣｏの老齢給付金および障害給付金は、規約に定めることにより、年金として受け取

る方法のほかに、一時金として受け取る方法、年金と一時金を組み合わせて受け取る方法を

選択することができる。 

２．国民年金の第３号被保険者としてｉＤｅＣｏに加入していた者が、老齢給付金を一時金で受

け取った場合、その一時金は所得税の計算上、退職所得とされ、退職所得控除の適用を受け

ることができる。 

３．ｉＤｅＣｏに加入している会社員（国民年金第２号被保険者）は、６０歳以降も引き続き国

民年金第２号被保険者であれば、一定の要件の下で加入者となることができる。 

４．ｉＤｅＣｏ＋を実施する事業主は、運営管理機関と個別に契約を結ぶことにより、ｉＤｅＣｏ

に加入していない従業員についても事業主掛金を拠出することができる。 

 

（問題４４） 
 

（設問Ｃ）国民年金基金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．保証期間のある終身年金に加入していた国民年金基金の加入員が年金受給前に死亡した場合、

死亡時に生計を同じくしていた遺族に遺族一時金が支給される。 

２．国民年金基金の加入員が国民年金の保険料の一部の納付を免除される場合、原則として加入

員の資格を喪失する。 

３．国民年金基金の加入員が国民年金の第２号被保険者または第３号被保険者となった場合、そ

の日に加入員の資格を喪失する。 

４．国民年金基金の加入員がその資格を喪失した場合、脱退一時金が支給される。 
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（問題４５） 
 

（設問Ｄ）筒井さんは勤務するＴＺ株式会社を２０２５年５月に退職し、退職一時金を受け取った。以

下の＜資料＞に基づき、筒井さんの２０２５年分の所得税に係る退職所得の金額として、正

しいものはどれか。なお、筒井さんは、＜資料＞以外に退職手当等の支払いを受けたことは

ない。 

 

＜資料＞ 
 

・ 筒井さんのＴＺ社の勤続期間：３年５ヵ月 

・ 筒井さんが受け取った退職一時金の額：６７０万円 

※当該退職金は短期退職手当等に該当する。 

※障害者になったことに基因する退職ではない。 

※退職所得に関する手続きについては適正に行われている。 

 

短期退職手当等に係る退職所得の金額は、次に掲げる区分に応じて計算する。 

（１）「収入金額－退職所得控除額」≦ ３００万円の場合 

退職所得の金額＝（収入金額－退職所得控除額）×１／２ 

（２）「収入金額－退職所得控除額」＞ ３００万円の場合 

退職所得の金額＝１５０万円＋｛収入金額－（３００万円＋退職所得控除額）｝ 

 

１．２５５万円 

２．２７５万円 

３．３６０万円 

４．４００万円 
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問１０ 

 中小法人の資金計画に関する以下の設問Ａについて、答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

（問題４６） 
 

（設問Ａ）以下の＜ＰＣ社のキャッシュフロー計算書＞は＜ＰＣ社のデータ＞を反映して作成されてい

る。空欄（ア）にあてはまる数値として、正しいものはどれか。なお、問題作成の都合上、

一部を「＊＊＊」にしてある。 

 

＜ＰＣ社のデータ＞ 

 （単位：千円） 

勘定科目 前期末残高 当期末残高 

売掛金 ９００ １,２００ 

棚卸資産 ３５０ ７００ 

買掛金 １,６００ １,１００ 

 

＜ＰＣ社のキャッシュフロー計算書＞ 

（自：２０２４年４月１日 至：２０２５年３月３１日） 

 （単位：千円）  

Ⅰ 営業活動によるキャッシュフロー    

税金等調整前当期純利益 １,９００  

減価償却費 ５５０  

売上債権の増減額 ＊＊＊  

棚卸資産の増減額 ＊＊＊  

仕入債務の増減額 ＊＊＊  

小    計 ＊＊＊  

利息および配当金の受領額 ４０  

利息の支払額 ▲９０  

営業活動によるキャッシュフロー （ ア ）  

（以下省略） 

 

１．１,２５０ 

２．２,２５０ 

３．２,５５０ 

４．３,５５０ 
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問１１ 

 ＣＦＰ認定者にとって、リタイアメントプランニングに関する情報に関心をもち、情報収集してお

くことは大切です。以下の設問Ａ～Ｄについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

（問題４７） 
 

（設問Ａ）任意後見制度および成年後見制度に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．任意後見人は、報酬に関する特約がなければ、委任者に対して報酬を請求することができな

い。 

２．任意後見人は、正当な事由がある場合に限り、公証人の認証を受けた書面によって任意後見

契約を解除することができる。 

３．成年後見人は、就任後、遅滞なく成年被後見人の財産の調査に着手し、原則として１ヵ月以

内に、その調査を終え、かつ、その目録を作成しなければならない。 

４．成年後見人は、成年被後見人が死亡した場合において、弁済期が到来している相続財産に属

する債務の弁済を行うときは、家庭裁判所の許可を得る必要はない。 

 

（問題４８） 
 

（設問Ｂ）自筆証書遺言書の保管制度に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．病気等で遺言者本人が遺言書保管所に出頭できないときは、自筆証書遺言書の保管制度を利

用することはできない。 

２．遺言書保管所に保管の申請をする自筆証書遺言書は、法務省令で定める様式に従って作成さ

れた無封のものでなければならない。 

３．自筆証書遺言による遺言書の保管の申請は、他に保管している遺言書がない場合、遺言者の

住所地もしくは本籍地または遺言者が所有する不動産の所在地を管轄する遺言書保管所にし

なければならない。 

４．遺言書保管所に保管されている自筆証書遺言書の遺言者の死後、関係相続人等は当該遺言書

の閲覧を請求することができるが、関係相続人等には相続を放棄した者は含まれない。 

 

（問題４９） 
 

（設問Ｃ）介護保険法に基づく介護施設に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．認知症対応型共同生活介護（グループホーム）の入所対象者は、要支援２または要介護１以

上の認知症の人である。 

２．介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の入所対象者は、要介護２以上の人であるが、要

支援２または要介護１の人も特例的に入所できる場合がある。 

３．介護医療院の入所対象者は、要介護１以上の人である。 

４．介護老人保健施設（老健）の入所対象者は、要介護１以上の人である。 
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（問題５０） 
 

（設問Ｄ）各都道府県の社会福祉協議会が行っている「不動産担保型生活資金貸付制度（要保護世帯向

けを除く）」に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、記載のない事項

については考慮しないものとする。 

 

１．借入申込者の属する世帯は、市町村民税非課税または均等割課税程度の低所得世帯でなけれ

ばならない。 

２．借入申込者が担保となる居住用不動産を同居の配偶者と共有している場合、当該配偶者を連

帯借受人とすれば、貸付けの対象となる。 

３．担保となる居住用不動産に賃借権等の利用権および抵当権等の担保権が設定されている場合、

貸付けの対象とならない。 

４．貸付契約終了前に貸付元利金が貸付限度額に達した場合、新規の貸付けは停止され、以後、

担保となっている住宅に住み続けることができなくなる。 

 


